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第７回 SPP会合の背景目的及びアジェンダ 

 

SPP とは？ 

近年の無計画な開発と急速な都市成長は、多くの国で大きな問題となっており、国土・地域計画の必要性が

浮き彫りになっています。国土・地域計画策定・推進支援プラットフォーム（SPP）は、2018 年に日本政府と国

連ハビタットによって設立され、さまざまな関係者が改善された国土・地域計画の策定と実施に関する経験と知

識を共有できるようになりました。このプラットフォームは、関係者のネットワークを形成し、より効果的な国土・

地域計画の策定と実施をサポートすることも目的としています。SPP は、ニューアーバンアジェンダ（以下、

NUA）全般および都市・地域計画のための国際ガイドラインの実施のための中心的な役割を担う国連ハビタッ

トのグローバルな関与を補完し、経験や知識の共有に貢献するものです。 

 

背景と目的 

経済成長著しいアジア・太平洋地域各国においては、人口の都市への集中に住宅やインフラの整備がおい

つかず、アフォーダブルな住宅の供給不足、土地所有や利用にかかる法規制の未整備による土地利用の混

乱、生活インフラの未整備などの課題が顕在化しており、各国から国連ハビタットに対し、都市・地域整備をめ

ぐる課題に対して、自治体等への計画能力開発支援や技術移転の要望が多く表明されています。 

国連において「SDG 目標 11 持続可能なまちづくり」を推進する役割を担う国連ハビタットにおいては、現在

中期計画にあたる「戦略計画 2026-2029」の策定プロセス途上であり、国連加盟国が合意形成に向けて議論

を重ねているところです。新たな戦略においては、「住宅、土地問題、生活インフラ」を焦点とし、空間計画がそ

の達成手段として新たな脚光を浴びています。 

日本においては、国土計画や大都市圏計画、都市計画等の空間計画を通じて国土・地域整備を進めてきた

歴史があります。 

第７回会議では、住宅、土地問題、生活インフラなど、都市・地域政策の世界的な潮流の中で、空間計画が

果たす役割に焦点を当てます。 

今年度開催の SPP会議では、今後、国連における都市・地域政策の議論が国連ハビタットの次期戦略計画

を中心に展開される可能性が高いことに鑑み、以下の３つを主な目的とします： 

1. 国土交通省は、国土計画における住宅、土地、基礎サービスに関する問題への取り組みについて、日

本の経験と知見を共有するとともに、これらの課題に対する日本の現状を共有する； 

2. また、アジア・太平洋地域各国からは、住宅、土地、基礎サービスをめぐる現状や課題を紹介するとと

もに、SPP との連携の在り方について意見交換を行う； 

3. 次期戦略計画が国連加盟国によって承認された後、アジア太平洋地域の状況において戦略計画をど

のように実現するかについて議論する。 

SPP会議で得られた知見を取りまとめ、国連におけるグローバル戦略策定に向けた議論やその後の戦略実

現に向けた都市・地域政策の議論に貢献するとともに、2026 年５月に開催予定の世界最大級の都市政策に

関わる会合である「世界都市フォーラム」への議論への貢献を目指します。また、国土計画分野やさらには広く

インフラや都市整備にかかる、日本の国際協力の方向性へ向けて考える一助とします。 
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アジェンダ 

開会挨拶 

国土交通省 国土政策局長 黒田 昌義 

基調講演 

国連ハビタット アジア太平洋地域統括福岡本部長 石垣 和子 

国土交通省 大臣官房審議官（国土政策担当） 藤田 昌邦 

セッション 1 自国における住宅、土地、生活インフラの現状及び課題 

スピーカー 

ネパール 都市開発省 共同長官 ディレクター Padma K MAINALEE 

カンボジア 国土管理・都市計画・建設省 住宅局 副局長 Doak Doma博士 

ラオス 公共事業運輸省 住宅都市計画局 スマートシティ専門家 Souksavanh Hanephom 

ファシリテーター 

九州産業大学 特任教授 深澤 良信 

セッション 2： アジアにおける住宅、土地、生活インフラの課題解決のための国際協力へ向けて 

スピーカー 

JICA 社会基盤部 次長兼都市・地域開発グループ長 室岡 直道 

八千代エンジニヤリング株式会社 工藤 裕康 

国連ハビタット アジア太平洋地域統括福岡本部長 石垣 和子 

 

閉会挨拶 

国土交通省 国土政策局 総務課長 渡邉 勝大 
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第7回国土・地域計画策定・推進支援（SPP）会合 開会挨拶 

 

日本政府国土交通省より 

国土交通省 国土政策局長 黒田昌義 

 

SPP は国土計画・地域計画の策定や推進を支援するため、国連ハビタットと日本の国土交通省が共同で設

立した国際的なプラットフォームです。2018 年の設立以来、毎年度会議を開催しており、今回７回目の開催と

なりました。 

我が国がこれまで定めた８回の国土計画は、急速な経済成長期における都市への人口集中を踏まえた最

初の計画から、人口減少や少子高齢化、巨大災害リスクや気候変動を踏まえた現行の計画まで、その時々の

時代背景に応じて策定してきたものです。各国が現在抱える課題は異なることもあるかと思いますが、これまで

多くの局面に対応してきた日本の国土計画は、本日ご参加の皆様にも参考にしていただける点があるかと確

信をしております。 

本日ご参加いただいている皆様におかれましては、国土計画、地域計画の策定や各計画に掲げられた政策

の実現において、日々様々な課題に対応されていると存じます。今回の会合を通じて、各国の国土計画・地域

計画の現状や課題、対応策にかかる知見や経験を共有し、有意義で活発な議論がなされることを期待しており

ます。また、本会合が、国土・地域計画分野や、広くインフラや都市整備にかかる日本の国際協力の方向性を

考える一助になることも期待しております。我が国といたしましても引き続き国土計画・地域計画の策定支援に

ついて皆様との協力関係を深めてまいります。 
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基調講演 

 

1. 第７回国土・地域計画策定・推進支援プラットフォーム 

国連ハビタット アジア太平洋地域統括福岡本部長 石垣 和子 

 

国連ハビタットは、新たな戦略計画「2026-2029 年戦略計画ドラフト」について、加盟国と幅広く協議してきた。

この計画の中心的な焦点は、すべての人に適切な住宅、土地、基本的サービスを確保することであり、特にイ

ンフォーマルな居住地やスラムの変革に重点を置いている。この戦略的焦点は、貧困撲滅のための公平で包

摂的な繁栄、人道的危機への対応と復興、環境と気候変動対策という３つの重要な影響分野における進展を

推進することを意図している。この計画では、総合的な都市・地域計画、投資と資金調達、マルチレベル・ガバ

ナンス、知識と能力の開発、パートナーシップと資源動員を含む５つの実施手段を概説している。 

 

 

この地域協議プロセスは「バクーへのロードマップ」と名付けられ、2026 年５月にバクーで開催される次回の

世界都市フォーラムに向けて、戦略計画の効果的な実施のための情報収集を目的としている。国連ハビタット

は、バンコクで開催される UNESCAP 委員会、クアラルンプールで開催される ASEAN 持続可能な都市化フォ

ーラム、ペナンで開催される住宅・都市開発に関するアジア太平洋閣僚会議などの主要な地域イベントにおい

て、一貫したメッセージを引き続き推進していく。これらの活動は、理解を深め、参加を促し、地域や国ごとの事

情に合わせて計画の実施を調整するためのものである。 
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アジア太平洋地域は、急速な都市化、気候変動、社会的不平等、ガバナンスの問題など、大きな課題に直

面している。都市人口は住宅やインフラの整備を上回るペースで増加しており、特にムンバイ、ジャカルタ、マ

ニラ、ダッカなどの都市で、インフォーマルな居住地やスラムの増加につながっている。また、この地域は気候

関連の災害に対して非常に脆弱であり、 インフォーマルな住宅に住む人々に不釣り合いな影響を与えている。

経済格差は、適切な住宅や必要不可欠なサービスへのアクセスをさらに制限し、ガバナンスの課題は持続可

能な開発目標に向けた進展を妨げている。これらの問題に取り組むには、データ収集の改善、各省庁間の分

野横断的な協力、地方政府に対する技術支援と能力構築の強化、都市政策における気候変動とジェンダーへ

の配慮の主流化が必要である。国連ハビタットは、加盟国やパートナーとともに、すべての人に安全でアフォー

ダブルな尊厳ある住宅を確保し、地域の脆弱なコミュニティに長期的かつ変革的な影響をもたらすために、引

き続き尽力していく。 
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2. 日本の国土計画における住宅・土地・基礎サービスへの取り組み 

国土交通省 大臣官房審議官（国土政策担当） 藤田 昌邦 

 

人口約 1 億 2,500 万人、建築可能な土地の割合が限られている日本は、過去 150 年間に著しい人口動態

の変化を遂げてきた。人口は 2008 年にピークを迎え、現在は減少傾向にあり、土地利用と住宅政策に新たな

課題をもたらしている。日本の国土計画は歴史的に複数の段階を経て発展してきた。初期の取り組みは、戦後

の復興、食糧とエネルギーの安全保障、包括的な土地・住宅政策の策定に重点が置かれていた。これらの政

策は、高層建築、郊外開発、交通と住宅の統合プロジェクトといった施策を通じて、すべての国民が適切な住

宅にアクセスできるようにし、経済成長を支え、都市化を管理することを目的としていた。 

 

 

 

ここ数十年、日本は人口減少、少子高齢化という問題に直面しており、その結果、住宅分野の空き家率や遊

休地が増加している。住宅の空き家率は 13%に達し、未利用の農地や宅地が増加している。この傾向は、人

口減少が深刻な地方の自治体で特に顕著である。これを受け、政府は土地基本法を改正し、適切な土地管理、

防災、空き家の所有権問題の解決を優先させた。法改正により、所有者が不明確な物件について裁判所が管

理者を選任できるようになったほか、空き地・空き家の適切な管理を確保するため、より厳格なルールが導入さ

れている。 
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こうした課題に対処するため、日本の国土計画は現在、土地の持続可能な利用と、デジタル技術と統合的な

サービス提供による地域活性化を重視している。空き家の活用、農地と市街地の管理の差別化、一部の土地

を自然の状態に戻す取り組みが行われている。また、デジタル技術を活用し、交通、買い物、医療など生活に

必要なサービスを持続的に提供する地域生活圏の形成も推進されている。人口減少が進むなかでも、活力あ

る地域社会を支える人材育成や雇用のマッチング、多様なデータの活用などの取り組みが進められている。 
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セッション 1 住宅、土地、生活インフラの現状及び課題 

 

最初のセッションでは、各国の参加者各国より、それぞれの国の住宅、土地、生活インフラの現状と課題に

ついてプレゼンテーションを行った 

 

 

1. ネパールの住宅、土地、生活インフラの現状と課題 

ネパール 都市開発省 共同長官 ディレクター Padma K MAINALEE 

 

 

ネパールは人口約 3,000 万人の国で、急速な都

市化が進んでおり、人口の 40％が都市周辺部に住

んでいる。ネパールは連邦制をとっており、地方政

府の権限がますます強化されている。しかし、ネパ

ールは気候変動による災害と国内移住という大きな 

課題に直面しており、それが都市のスプロールとイ

ンフラへの負荷につながっている。ネパール政府

は、包括的で強靭、かつ豊かな都市システムの開発

に尽力しており、SDGs の地方実施と達成に重点を

置いている。 

 

ネパール憲法は、財産権、住居権、血統と財産に

関する女性の平等な権利を保障している。これらの

権利は、国家都市政策、国土法、住宅権法、WASH

（水・公衆衛生・保健衛生）政策や規則などの包括的

な政策枠組みによって支えられている。憲法と立法

の枠組みは、国民を中心に据えており、すべての国

民に住宅と財産の権利が保障されている。 

 

こうした法的保証にもかかわらず、ネパールは重

大な住宅格差に直面している。第 15 次開発計画

（2019〜2024 年）では、2023 年までに 200 万戸の

住宅を新たに建設することが求められており、特に

貧困層、絶滅の危機に瀕している層、社会から疎外

されている層のために 40 万戸を建設することが目

標とされていた。しかし、これまでに建設された脆弱

層向け住宅は約 2 万 3,000 戸に過ぎず、最貧困層

の住宅事情改善への取り組みは依然として不十分

である。特筆すべきは、約 23％の世帯が女性の名

義で土地や住宅を所有していることで、これはインク

ルージョンの進展を反映している。 
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ネパールの住宅ストックは依然として脆弱で、

2015 年と 2023 年の震災に見られるように、220 万

戸（約 33％）が非エンジニアリング住宅であり、地震

の危険にさらされている。多くの鉄筋コンクリートの

建物でさえ、安全性が適切に評価されていない。都

市化によって賃貸住宅が急増し、大都市近郊の都

市では人口の 18％が賃貸住宅に住んでいる。 

 

土地を持たない世帯は根深い問題で、134 万世

帯以上が土地を持たないか、ほとんど持たない状態

にあり、その中にはインフォーマルな居住地や自給

自足の農家に住んでいる世帯も含まれる。生活イン

フラへのアクセスは依然として不十分で、水道が通

っている世帯はわずか 57％（安全な水を利用できる

世帯はわずか 16％）、トイレの設備がない世帯は

5％、安全な衛生サービスを受けられない世帯は

39％で、生活インフラ提供の改善が急務であること

が浮き彫りになっている。 

 

ネパールはいくつかの分野で顕著な進歩を遂げ

ている。2015 年の地震後、100 万戸の住宅が所有

者主導の再建モデルによって再建され、これは世界

的に評価されている。ネパールは、住宅の権利と都

市政策に関する強力な法的枠 組みを確立し、2019

年に屋外排泄禁止を達成し（南アジアで初）、包括的

な WASH 政策を実施した。土地政策改革は現在、

インフォーマルな借地権を認め、貧困層へのアプロ

ーチを促進し、社会的借地権データ収集と土地認証

が大きく前進している。 

 

住宅に関する戦略的行動は、エビデンスに基づく

意思決定、手頃な価格の適正な住宅へのアクセス

拡大、持続可能な住宅金融の促進に重点を置いて

いる。政府は、ネパール住宅会社を強化し、開発銀

行や民間部門からの資金を動員し、複数レベルの

住宅プログラムを開発することを目指している。ま

た、既存の建物を耐震改修し、持続可能な住宅ソリ

ューションを通じて二酸化炭素排出量を削減するこ

とにも重点を置いており、2045 年までに排出量ネッ

トゼロを達成することを目標としている。 

 

土地管理については、ネパールは土地利用計画

を都市 開発と整合させ、包括的でリスクに配慮した

成長を確保するよう取り組んでいる。セクター間の調

整を強化し、地方政府を技術的に支援する ことで、

地方での実施を強化している。基本的サービスへの

アクセスを改善することが優先事項であり、WASH

サービスの質、信頼性、アクセシビリティを向上さ

せ、安全に管理された水と衛生設備へのアクセスを

全国に拡大するための取り組みが行われている。 
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2. カンボジアにおけるアフォーダブル住宅と基本的な運営 

カンボジア 国土管理・都市計画・建設省 住宅局 副局長 Doak Doma博士 

 

 

カンボジア住宅局は、住宅問題に取り組む国家

政策の一環として 2014 年に設立された。同局は、

技術部、法務・計画部、住宅金融部、社会的土地租

借部の 4 つの主要部門から構成されている。社会

的土地租借プログラムは特に重要で、人々に土地

を無償または政府補助金で提供し、住宅建設を可

能にしている。このような組織構造により、同局は

住宅政策、建設、金融、土地割り当ての様々な側

面を管理することができる。 

 

カンボジアの住宅政策が始まって以来、日本政

府は国土交通省を通じて、カンボジアの住宅担当

者の能力向上に重要な役割を果たしてきた。2016

年以降、データ管理、政策の実施、住宅問題の技

術的解決策に焦点を当てた研修が日本で数回実

施された。カンボジアの住宅担当者はこれらのプロ

グラムから多大な恩恵を受け、住宅政策と実務を

改善するために国全体で共有される知識を得てい

る。 

 

日本の協力の顕著な例として、プノンペンの老朽

化した集合住宅「ホワイトビルディング」をめぐる問

題への日本企業・アラカワの関与が挙げられる。ア

ラカワの技術支援により、カンボジア政府は住民を

安全に退避させ、代替の土地や住宅を提供し、敷

地を再開発することができた。この介入は潜在的な

犠牲者を防ぎ、市内にある同様の老朽化した建物

に対処するためのモデルとなった。 

 

2014 年以降、カンボジアはアフォーダブル住宅

開発を積極的に推進し、日本企業を含む国内外の

投資家を引き付けている。いくつかのプロジェクトが

実施され、1戸あたり2万3,000ドルから3万8,000

ドルの住宅が提供され、中低所得者層が利用でき

るようになっている。これらのプロジェクトは、景気

変動や気候変動に強い設計となっており、全国的

に高まるアフォーダブル住宅需要を満たすため、こ

うした投資を拡大する努力が続けられている。 
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カンボジアにおけるアフォーダブル住宅とは、低・

中所得者層が利用しやすく、経済的・環境的課題に

強い住宅である。政府は、品質と持続可能性を確

保するための技術基準を定め、住宅の選択肢を多

様化するために民間セクターの参入を奨励してい

る。アフォーダブル住宅プロジェクトは、安全で耐久

性があり、費用対効果の高い住宅を提供することを

目的としており、国の急速な都市化と農村部から都

市部への人々の移動の増加を支援している。 

 

進展は見られるものの、技術支援や資金が限ら

れているため、カンボジアは住宅部門で大きな課題

に直面している。住宅開発の指針となる包括的なロ

ードマップ、法的枠組みの強化、投資インセンティブ

の強化が急務である。都市化は加速しており、人口

の 40％近くが都市部に住むと予測され、アフォーダ

ブル住宅に対する需要が高まっている。加えて、堅

牢なデータシステム、低利の資金調達手段、民間セ

クターの十分な関与が欠けていることが、このセク

ターの成長を妨げている。こうした課題に対処する

には、継続的な国際協力と革新的な政策解決策が

必要である。 

 

 

3. 都市／住宅開発における国の持続可能性への取り組み 

ラオス 公共事業運輸省 住宅都市計画局 スマートシティ専門家 Souksavanh Hanephom 

 

 

ラオスの住宅都市計画局（DHUP）は、住宅、都

市開発、固形廃棄物管理などの分野において、政

策の策定、実施、執行を担当している。急速な都市

化は、環境の悪化、不十分なインフラ、限られた接

続性、基本的なサービスに対する需要の増加な

ど、複雑な課題をもたらしている。しかし、こうした課

題は、気候変動への耐性を向上させ、環境の持続

可能性を促進し、都市計画と資源効率を高め、最

終的には生活の質を向上させ、持続可能な都市開

発を促進する機会にもなっている。 



14 
 
 

 

ラオス政府の都市開発ビジョンは、包括性と持続

可能性が中心にある。このビジョンは、レジリエンス

（回復力）、経済的安定性、人々中心のサービス、

デジタルソリューションの統合を重視している。目標

は、都市開発がすべての市民に恩恵をもたらし、経

済成長を支え、テクノロジーを活用して、将来に向

けてより住みやすく持続可能なコミュニティを創造

することである。 

 

都市の成長を管理し、公共インフラを改善するた

めに不可欠なスマートシティは、ラオスの開発戦略

において重要な焦点となっている。都市の規模と人

口が拡大するにつれ、効率的なインフラの重要性

が増している。強力な基礎インフラは社会経済発展

のバックボーンであり、都市人口の増加ニーズに対

応するために極めて重要である。スマートシティ開

発を優先することで、ラオスは都市の効率性、回復

力、居住性を高めることを目指している。 

 

この分野における主要なイニシアティブは、公共

事業運輸省（MPWT）とDHUPが実施するグレータ

ー・メコン・サブリージョン（GMS）開発プロジェクトで

ある。多額の資金を投入したこのプロジェクトは、メ

コン川沿いの都市環境サービスの向上を目指して

いる。主な活動には、廃水処理施設の建設、固形

廃棄物管理の改善、河川管理の強化が含まれる。

このプロジェクトはまた、気候変動に強い都市計画

を支援し、地域の連結性を強化することを目指して

いる。 

 

都市計画を近代化するため、ラオスは JICA と連

携し、CDUDCPプロジェクトの下で VirGo GISプラ

ットフォームを開発した。このプラットフォームは、空

間データの簡単な共有と分析を可能にし、都市開

発のためのより良い意思決定を支援する。関係者

は、地図、報告書、活動の最新情報にアクセスする

ことができ、これらはすべて拡張可能なコンテンツと

ともに共通のサーバーに保存されている。このデジ

タル・ツールは、都市計画と管理の透明性、調整、

効率性を高める。 
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もうひとつの重要なイニシアティブは、首都ビエン

チャンのグリーンシティ行動計画の策定である。

APECグリーンシティ・イニシアチブのツールを活用

したこのプロジェクトは、低炭素で資源効率の高い

経路への移行を支援するものである。この計画で

は、地域のデータを収集・分析するソフトウエアを活

用し、環境、エネルギー、輸送、廃棄物、水などの

主要部門にわたる市の環境フットプリントを推計し

ている。このアプローチは、より環境にやさしく持続

可能な都市の未来のために、変革的な政策行動や

投資を導くのに役立つ。 

 

ラオスは、将来の都市開発のロードマップとな

る、史上初の国家スマートシティ戦略を策定してい

る。この戦略は、スマート都市計画、生活環境の改

善、雇用機会、専門職の育成、グリーン開発、スマ

ート都市ガバナンスの６つの目標に焦点を当てて

いる。その目的は、地域のニーズを満たしながら世

界標準に合わせることであり、SDGs と NUA の地

域実施を支援することである。この戦略はまた、各

都市の能力とリテラシーに応じたテクノロジーとデ

ジタル・ソリューションの活用も重視している。 

 

今後、ラオスはテクノロジーを活用して生活の質

と環境の持続可能性を向上させる戦略と政策に引

き続き注力していく。政府は、民間セクター、NGO、

ADB などの国際パートナーとの協力を奨励してい

る。内部枠組みの強化、空間計画における責任の

明確化、部門を超えた協力の促進が重要な優先課

題である。スマートな解決策と財政的・技術的支援

を組み合わせることで、ラオスはすべての市民のた

めに、包括的で強靭な持続可能な都市を建設する

ことを目指している。 

 

 

4. まとめ 

九州産業大学 特任教授 深澤 良信 

 

このセッションでは 3 つのプレゼンテーションが行われ、それぞれの国の住宅、土地、生活インフラの現状と

今後の方向性について貴重な洞察を提供した。 

ネパールの Mainalee 氏は、国連ハビタットの戦略計画草案の構成に密接に沿いながら、住宅、土地、基本

サービスに関する最新の動向を包括的に紹介した。プレゼンテーションでは、ネパールの戦略計画が詳細かつ

具体的に説明され、これらの戦略がどのように実施されているかが明確に示された。また、現地でこれらの問

題に取り組む上での空間計画の役割が、現在も関心を集めている分野であることが強調された。 

カンボジアの Doma博士は、同国の住宅政策について詳細な最新情報を提供した。プレゼンテーションでは、
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カンボジアの住宅セクターを発展させる上で、国際協力、特に日本との協力がプラスに働くことが強調された。

また、官民パートナーシップの必要性についても議論された。国土・地域計画は、様々なイニシアチブを調整し、

利害関係者間の共通理解を促進するための潜在的に効果的なツールであり、地方レベルでの包括的な計画

の実現を促進する可能性があると指摘された。 

ラオスの Hanephom 氏は、都市・住宅開発における持続可能性の実現に向けた課題を取り上げた。プレゼ

ンテーションでは、交通渋滞、環境悪化、手頃な価格の住宅の不足、配水網の改善の必要性など、急速な都

市の拡大と人口増加から生じる重大な負荷について概説した。これらの課題に対処するため、グレーター・メコ

ン・サブリージョン・プロジェクトの最新の進捗状況が共有され、同様の問題に直面している他の国や地域にと

って参考となる国際的な枠組みとしての価値が示された。 

全体として、このセッションは、ネパール、カンボジア、ラオスにおける住宅と都市開発に関する戦略と課題に

ついて、幅広い視点を提供した。紹介された経験とアプローチは、持続可能な都市開発を進めようとする他の

国々にとって、重要な教訓と潜在的なモデルを提供するものである。 
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セッション 2： アジアにおける住宅、土地、生活インフラの課題解決のための国際協

力へ向けて 

 

セッション２では、都市や地域開発の課題に取り組む地方自治体やその他の組織に対して、計画能力を強

化し、技術移転を促進する方法について議論が行われた。 

 

1. 都市・地域政策の世界的潮流における国土・地域計画の役割 

JICA 社会基盤部 次長兼都市・地域開発グループ長 室岡 直道 

 

JICA は、「まちづくり」あるいは「人々のための都市」として知られる、都市・地域開発のための包括的戦略を

開発した。このアプローチは、積極的な市民参加による都市計画と都市管理を重視している。JICA の戦略は、

世界人口の半分以上が現在都市に居住しており、この数字は今後も増加すると予想されていることを踏まえ、

グリーン開発（交通指向型開発やコンパクトな土地利用など）、レジリエンス（災害復旧・復興における日本の豊

富な経験を活用）、インクルーシビティ（公共交通機関や参加型計画による統合社会の促進）の 3 つの中核的

な強みに焦点を当てている。JICA は、日本の地域や国の専門知識、科学的根拠、そして技術協力、財政支援、

官民パートナーシップ、ボランティア・プログラムなど様々な実施手段を活用し、都市化の多様な課題に取り組

んでいる。 

 

 

 

JICAの方法論において、都市問題の４つのフェーズを特定している。（1）計画がないか不十分で、渋滞や環

境悪化などの問題を引き起こしている都市、（2）計画はあるが、成長を導き、基本的サービスへのアクセスを

確保するのに必要なインフラが不足している都市、（3）インフラはあるが、空間的な改善や周辺環境への好影

響が限られている都市、（4）インフラも空間的な改善もあるが、外的なショックに対処し、開発を維持する能力
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が不足している都市。開発途上国のほとんどの都市は最初の 2つの段階に該当するため、JICAは、その資源

の大半を基本計画の支援や道路、公共交通、水道などの主要インフラの整備に充てている。さらに進んだ段階

では、JICA は公共交通の利点を最大限に生かし、高齢化や人口減少といった新たな問題に対処するための

技術協力に重点を置いている。 

 

 

 

複数のプロジェクトにおいて、JICA の戦略が実践されている。カンボジアのプノンペンでは、JICA が都市交

通マスタープランの策定と更新を支援し、新空港やメコン川沿いの拡張など、急速な都市化と新たな開発に対

応している。ラオスのビエンチャンでは、JICA は GIS などのデジタル技術を活用した土地利用計画の策定・管

理を支援し、建設許可発行の効率化と都市計画への市民参加の強化を実現した。また、インドネシアのジャカ

ルタに隣接するレバナ地域では、新たなインフラ投資と地域の強みである農業、漁業、ジャカルタへの近接性

を活用した地域開発計画への技術協力を行っている。これらの例は、JICAが、ニーズに合わせた、参加型の、

エビデンスに基づくアプローチを通じて、持続可能な都市・地域開発を支援するというコミットメントを示している。 

 



19 
 
 

 

 

 

2. JICA の都市計画技術支援とプロジェクト活動 

八千代エンジニヤリング株式会社 工藤 裕康 

 

都市・地域開発を専門とする民間コンサルティング会社である八千代エンジニヤリング株式会社は、特に都

市計画と土地利用の分野において、JICA の技術協力プログラムの実施に重要な役割を果たしてきた。JICA

の技術協力の主な目的は、現地カウンターパートに実地訓練と能力開発を提供し、プロジェクトの強力な現地

オーナーシップを確保することである。八千代エンジニヤリングのコンサルタントは、現地の関係機関と緊密に

協力し、技術支援を提供し、関係者間の調整を促進し、プロジェクト活動が法令や環境・社会的配慮に沿ったも

のであることを確認する。必要な情報の共有、ステークホルダーの特定、データの収集、課題の分析、プロジェ

クトのゴールとビジョンの設定、開発マスタープランの策定支援などを行う。 
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このアプローチの実例として、2017年に完了したパプアニューギニアのモロベ州における都市開発計画プロ

ジェクトがある。このプロジェクトは、人口約 20 万人の鉱業と物流の重要な中心地である同州の包括的な開発

計画に焦点を当てた。プロジェクトは、社会経済開発、土地利用、インフラ、環境・社会影響、政策枠組みなど

幅広いテーマに取り組んだ。活動には、広範な住民協議、遠隔地でのコミュニティ・ミーティング、利害関係者の

調整、現地調査、地元および中央政府関係者との協力などが含まれた。また、フィージビリティ・スタディに基づ

く試験的な道路開発プロジェクトも提案され、住民移転や生活環境の改善といった社会的側面も考慮された。 

 

 

 

モロベ州における技術支援の成果は大きかった。地元のカウンターパート機関は、地域開発計画のための

より強力なシステムと組織構造を構築し、他の政府機関との関係を強化し、技術的・計画的スキルを向上させ

た。プロジェクトの結果、2025 年から 2050 年までの包括的なマスタープランが作成された。これには、住宅、

工業、商業、活動の中心地、将来の交通やインフラのニーズに対応した構造計画やゾーニング計画が含まれ
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る。このプロセスでは、地元コミュニティとの積極的な協力関係が育まれ、カウンターパート機関が意思決定と

実施において責任ある役割を担うようになり、プロジェクト終了後も開発計画の持続可能性と有効性が確保さ

れた。 

 

 

 

 

3. アジア太平洋地域における国連ハビタット・プロジェクト 

国連ハビタット アジア太平洋地域統括福岡本部長 石垣 和子 

 

国連ハビタットは、アジア太平洋全域で、復興、強靭な住宅、プロジェク ト開発のための革新的な官民パー

トナーシップ、実施に焦点を当てた様々なプロジェクトに積極的に取り組んでいる。こうした取り組みの中心的

な特徴は「人々のプロセス」であり、コミュニティのニーズと権利を都市開発の中心に据える方法論である。この

アプローチは、住民の参加、総合的な計画、コミュニティ開発協議会のような地元組織との協働を重視している。

国連ハビタットはまた、キャパシティ・ビルディング、ジェンダーに配慮した戦略、現地の工法や資材の利用を推

進しており、これらは災害後や紛争後の状況において、アフォーダブル、持続可能性、迅速な復興に貢献して

いる。 
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いくつかの具体例は、これらの原則の影響を示している。カンボジアでは、2018年の洪水後、国連ハビタット

は、地元の材料と技術を使用して、202 戸のアフォーダブルで気候変動に強い住宅の再建を促進し、同時に

170 人以上の建設労働者を訓練し、コミュニティ開発委員会への女性の参加を確保した。フィリピンでは、2017

年のマラウィ市での紛争後、国連ハビタットは国内避難民のための 1,000 戸の恒久的住宅の建設を支援し、

用地の選定、計画、モニタリングにコミュニティの参加を取り入れた。ミャンマーでは、インフォーマルな居住地

の改善を目的としたプロジェクトが、日本の中小企業の技術支援を受けて安全な水へのアクセスを改善し、民

間セクターの専門知識の動員を成功させた。セクターを超えた協力の顕著な例は、イラクで進行中の紛争後の

復興プロジェクトである。日本政府が支援し、国連ハビタットがイラク政府および日本の民間企業と協力して実

施しているこのイニシアティブは、約 1 万人分の住宅と公共インフラの建設を目指している。このプロジェクトに

は、職業訓練、気候変動に関する意識向上プログラム、政府関係者の能力開発などが含まれ、これらはすべ

て日本の専門知識と技術によって支えられている。持続可能な都市開発をさらに推進するため、国連ハビタッ

トは東京と福岡にネットワーキングプラットフォームを設置し、官民、学術、市民セクター間のパートナーシップ

を促進し、アジア太平洋地域全体で協力と知識の共有を強化することを目指している。 
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国連ハビタットはまた、デジタル・イニシアティブやセクター横断的なパートナーシップを通じた取り組みも拡

大している。2020 年以降、国連ハビタットは ASEAN が持続可能な都市化戦略を実施するのを支援しており、

住宅は重要な優先課題として位置づけられている。革新的な官民パートナーシップの一例として、イラクで進行

中の紛争後の復興プロジェクトがある。国連ハビタットは日本政府、地方自治体、民間企業と協力し、約 1万人

分の住宅と公共インフラを建設している。このプロジェクトには、職業訓練、気候変動に関する意識向上プログ

ラム、政府関係者の能力開発などが含まれており、これらはすべて日本の専門知識と技術によって支えられて

いる。持続可能な都市開発をさらに推進するため、国連ハビタットは東京と福岡にネットワーキングプラットフォ

ームを設置し、官民、学術、市民セクター間のパートナーシップを促進し、アジア太平洋地域全体で協力と知識

の共有を強化することを目指している。 
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参加者のコメント 

マイナリー氏 

SPP が、住宅、土地、基本サービスを支援する上で重要な役割を果たすことができると考えている。私た

ちにとって重要なのは、市町村レベルで総合的な都市開発計画を実施することであり、土地利用計画を住宅

や経済のニーズに結びつけることである。都市システム、コリドー、クラスターを認識し、市町村レベル、州レ

ベルの両方で計画能力を構築する必要がある。官民パートナーシップの奨励や、地元の住宅会社の強化も

重要である。我々の主な課題は、土地の確保ではなく、土地の管理と規制である。基本的なサービスについ

ては、問題は資源ではなく、コミットメントを確保し、適切なコミュニティを対象とすることである。私は、SPPが

ベストプラクティスを考案し、協力と相互学習を促進し、住宅を出発点として、レジリエンスと持続可能性をよ

り広範囲に改善するための前向きな変化を追跡することを提案する。 

 

ドマ博士 

カンボジアもネパールと同じような状況にある。我々にとっては、国土・地域計画と住宅部門を統合するこ

とが極めて重要であり、国連ハビタットの地域戦略計画が、この２つの分野を結びつける枠組みを作ることを

期待している。また、住宅部門が国土・地域計画と効果的に連携するための十分な情報を得られるよう、より

優れたインフラデータとメカニズムを確立する必要がある。 

 

室岡氏 

素晴らしいプレゼンテーションと JICA の支援に対する評価に感謝している。私のプレゼンテーションは住

宅に焦点を当てたものではなかったが、住宅が都市開発における大きな課題であることは認識している。

JICAは、住宅が民間市場である性質上、住宅にはあまり関わってきてないが、その重要性は認識しており、

この分野での調査も完了している。調査結果に基づき、より広範な都市開発への取り組みの一環として、住

宅分野での協力を強化する予定である。 

 

工藤氏 

本日の発表から、アジアに限らず、多くの国が大きな開発課題に直面しており、多くのドナーがその支援

に熱心であることがわかった。我々コンサルタントは、発展機会を求めている国々とドナーの活動の橋渡しを

する重要な役割を担っている。効果的な解決策を見いだし、マスタープランが実際の行動につながるよう、よ

り一層の努力を払う必要がある。コンサルタント、ドナー、そして各国の指導者が協力し、計画が実際に実行

されるようにすることが重要であろう。 

 

石垣氏 

ネパール、カンボジア、ラオスのプレゼンテーションは非常に有益で、キャパシティ・ビルディングと技術支

援の必要性を強く感じた。国連は各国のニーズに応えるためにここにいる。世界的な目標を達成するための

地域実施計画を策定する上で、各国の意見は非常に重要である。是非気軽に各国事務所にご連絡いただ

き、意見や指導をお聞かせ願いたい。我々は継続的なコミュニケーションを大切にし、常に皆様の意見に耳

を傾け、支援する用意がある。 
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深澤教授 

国連ハビタットの包括的な戦略のおかげで、住宅、土地、生活インフラに関する我々の立ち位置が明確に

なり、感謝している。具体的な国の事例を地域の傾向と比較し、共通点と独自の側面の両方を確認できたこ

とは貴重だった。これらの問題を単独ではなく、統合的に議論することで、複雑な課題に取り組むプラットフォ

ームとしての国土・地域計画の重要性が浮き彫りになった。また、幅広いステークホルダーを巻き込むことを

目的とした東京・福岡のプラットフォーム構想を歓迎するとともに、この構想がさらに発展し、実現されること

を期待している。 

 

 

 


